
平成２３年度 京都市予算案 事業概要 

                                 行 財 政 局 

事務事業名 市庁舎整備の推進 

予  算  額 ２６，５００千円

新規・継続の別 新 規 

未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 未来まちづくり推進枠

担  当  課 総務部総務課 （２２２－３０４５） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

現在の市庁舎は，耐震性能の不足をはじめ，設備等の老朽化，バリアフ

リー対応，執務室の分散化等，多くの課題を抱えている。 

京都市では，「市庁舎整備懇談会」からいただいた，今後の市庁舎整備

の方向性等を示す「市庁舎整備に関する提言」を踏まえ，今後の財政状況

を鑑みながら，整備手法，整備規模，整備スケジュール等を検討している

ところである。 

 平成２０年１１月 市庁舎整備懇談会設置（学識経験者等で構成） 

 平成２０年１１月～平成２２年３月 市庁舎整備懇談会の開催（計７回） 

 平成２２年４月  市庁舎整備懇談会から提言の受理 

 

［事業概要］ 

「市庁舎整備基本計画（案）」の策定に向け，様々な課題解消に向けた調査

検討を行っていく。平成２３年度は，本庁舎を保存し活用していくための最

適な耐震補強（耐震・免震等）の工法の検討等の具体的な改修工事に向け

ての調査等を実施する。 

 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

他の政令指定都市の市庁舎の耐震改修状況※（平成２２年１０月現在） 

・実施済み            ４都市 

・一部実施済み（工事中を含む）  ３都市 

・検討中（一部で検討中を含む）  ５都市 

※耐震改修の必要がない６都市は除く 



平成２３年度 京都市予算案 事業概要 

                                 行 財 政 局 

事務事業名 「市政史」「叢書
そ う し ょ

 京都の史料」の刊行 

予  算  額 １５，４２４千円

新規・継続の別 継 続 

未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 局配分枠 

担  当  課 総務部歴史資料館 （２４１－４３１２）           

［事業実施に至る経過・背景など］ 

１「市政史」の刊行 

京都市の誕生から今日に至る市政発展の軌跡を追うとともに，近代から現代にか

けての大都市としての都市基盤の形成過程を明らかにするため，平成１１年度から

「市政史」の編さん事業に着手している。 

資料収集，執筆，編さんにより３年に１度のサイクルで，これまで３巻を刊行し

ている。 

（参考）１冊6,000円で販売 

   既刊 ①「資料 市政の形成」②「資料 市政の展開」 

③「市政の形成」（明治維新期～1950年代） 

２「叢書 京都の史料」の刊行 

長年を通じて収集した膨大な古文書の中から，京都の歴史を解明するために不可

欠な史料を解読・活字化し，市民や研究者の利用に供するため，「叢書 京都の史

料」を刊行し，これまで１１巻を刊行している。 

（参考）1冊3,800円で販売 

    既刊 「若山要助日記（上）」（平成８年度）「淀渡辺家所蔵 朝鮮通信使

関係文書」（平成２１年度）など 

［事業概要］ 

 平成２３年度は，以下のとおり取り組む。 

１「市政史」第４巻目となる「市政の展開」（1950年代～現在）を刊行する。 

 

２「叢書 京都の史料」第１２巻目となる「禁裏御蔵職立入家文書（仮題）」を刊行

する。 

 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

 今後は，「市政史」第５巻目となる「財政のあゆみ（仮題）」（平成２６年度予定）

の刊行を予定している。 

（参照）市政史・叢書の詳細及び購入について 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://www.city.kyoto.lg.jp/gyozai/page/0000003874.html 



平成２３年度 京都市予算案 事業概要 

行 財 政 局        

事務事業名 芸術大学の公立大学法人化準備 

予  算  額 ６１，５００千円

新規・継続の別 新 規 

未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 未来まちづくり推進枠 

担  当  課 総務部総務課 （２２２－３０４５） 

芸術大学総務課 （３３４－２２００） 

芸術大学整備改革推進課 （３３４－２４００）       

［事業実施に至る経過・背景など］ 

 京都市立芸術大学では，外部の学識者を含めて広く関係者の意見を聴取するために

設置された「京都市立芸術大学のあり方懇談会」からの提言を踏まえ，  

・教育研究の充実や老朽化対策をはじめとする教育環境の整備 

・自主，自律的な大学運営や迅速な意思決定が可能となる公立大学法人制度の導入 

を柱とする「京都市立芸術大学整備・改革基本計画」（以下「基本計画」という。）

を，平成２２年６月に策定した。 

これを受けて，平成２４年度の公立大学法人化に向け，法人の中期目標や中期計画

などの具体的な内容について全大学教員を参加対象としたワーキングを毎週開催する

など，積極的で熱心な議論を十分に行うとともに．平成２３年２月市会に「公立大学

法人京都市立芸術大学定款」（以下「定款」という。）の策定等について議案を付議

しているところである。 

 なお，基本計画及び定款については，学内の意思決定機関である評議会において承

認を経たものである。 

［事業概要］ 

教育研究の充実，地域や企業などとの連携の強化を着実に実行するとともに，それ

らを推進するための組織・運営体制を構築するため，平成２４年度の公立大学法人化

を目指して，平成２３年度は基本計画に基づき，以下の具体的な準備業務を進める。 

・中期目標や中期計画の作成 

・法人を評価する第三者機関である評価委員会の設置 

・財務会計システムや人事給与システムの構築 

・出資財産の鑑定等 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

○他都市の状況 

平成２２年４月１日現在で，全国で公立大学法人により運営されている大学は５４

大学であり，全公立大学（８０大学）に占める割合は６７．５％である。なお，平成

２４年度までに公立大学法人への移行を予定している大学が６大学あるため，市立芸

術大学を含め，平成２４年度には７５％となる予定である。 



平成２３年度 京都市予算案 事業概要 

                                 行 財 政 局 

事務事業名 旧音楽高校校舎活用による教育環境の整備 

（芸術大学） 

予  算  額 １１，０００千円 

新規・継続の別 新 規 

未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 局配分枠 

担  当  課 芸術大学総務課 （３３４－２２００） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

 京都市立芸術大学では，教育内容の多様化，学生数の増加，作品の大型化など，大

学を取り巻く状況は大きく変化しており，それらに伴う施設の狭あい化が課題となっ

ている。     

他方，芸術大学に隣接する旧音楽高校が平成２２年に堀川御池へ移転後，空き校舎

となっている。空き校舎は，既に教育施設としての基本的な設備が整えられているこ

とはもとより，音楽高校ならではの防音施設や小ホールも備えている。 

 

［事業概要］ 

空き校舎がそのまま大学施設として転用が可能であることから,旧音楽高校旧校舎

を美術作品の製作や楽器のレッスンルームなどとして，芸術大学の敷地と一体的に活

用するため，施設の維持管理，運営を行う。 

 

 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

旧音楽高校延床面積 2,427㎡ 

（学生一人当たりの延床面積1.6㎡の増（13.9㎡⇒15.5㎡） 

旧音楽高校敷地 



平成２３年度 京都市予算案 事業概要 

                                 行 財 政 局  

事務事業名 オープンキャンパス等の充実（芸術大学） 

予  算  額   １，６５２千円

新規・継続の別 継 続 

未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 局配分枠 

担  当  課 芸術大学企画広報課 （３３４－２２０４） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

 入学希望者数が大学全体の入学定員と一致する「大学全入時代」のなかで，人気の

ある大学に志願者が集中する一方で，定員割れを起こす大学も生じている。 

京都市立芸術大学においても，ここ数年受験生が減少する傾向にあり（※），受験

生の確保，とりわけ優秀な人材の確保は喫緊の課題となっている。 

（※）過去３年間の受験者数の推移 

学部 
出願者数（人） 

２０年度 ２１年度 ２２年度 

美術 ６１９ ５０６ ５３２

音楽 ２５６ ２３５ ２１７

 

 

 

 

 

［事業概要］ 

 従前から実施している学校説明会や施設見学などに加え，２３年度は，芸術大学

を志望する学生や保護者を対象に，大学の魅力がより伝わりやすい内容を企画し，

参加者体験型の模擬講義などを実施する。  

  

平成２３年度のオープンキャンパス・オープンスクール（※）日程 

 ・美術学部…平成２３年８月７日 

 ・音楽学部…平成２３年１０月１５日・１６日 

（※）オープンスクール…学校見学や大学説明会といったオープンキャンパスの内容

に加え，実際の授業など日常の学内風景を見学してもらうもの。 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

平成２２年度実績 

 ・美術学部オープンキャンパス 

   開催日：平成２２年８月１日，参加者：約1,000人 

 ・音楽学部オープンスクール 

   開催日：平成２２年１０月１６日・１７日，参加者：約750人 



平成２３年度 京都市予算案 事業概要 

                                 行 財 政 局 

事務事業名 地籍調査事業 

予  算  額 １５，０００千円

新規・継続の別 新 規 

未来まちづくり推進枠・局配分枠の別 未来まちづくり推進枠 

担  当  課 財政部財産活用促進課 （２２２－３２８１） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

 国土調査法に基づく地籍調査は，土地の正確な情報が確認でき，土地の売買や相続

などの円滑化や，大規模な災害時に早急な復旧作業が行える等，安心なまちづくりを

支えるための重要な調査として，全国的に取組が進められている。 

京都市においても，国が主体となり，地籍調査の基礎資料となる道路や水路等の現

況を調査する「都市部官民境界基本調査」が，モデル地区に設定された上京区出水学

区（０．４８ｋ㎡）において，平成２２年度から開始されたところである。 

 

［事業概要］ 

平成２３年度は，平成２２年度の国の調査成果を活用し，市が主体となり，出水学

区の丸太町通以南（０．１６ｋ㎡）で，地籍調査のひとつである民有地と道路や水路

等の官有地との境界を明らかにする「官民境界等先行調査」を実施する。 

 

 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

○地籍調査の事業効果について 

・土地の境界が数値データにより記録・保存されるため，将来の境界紛争が未然に防

止される。 

・土地取引や相続が円滑にできるようになり，個人資産の保全及び地域の安心につな

がる。 

・個人が土地を分筆する場合など，境界が不明確な場合に比べて必要な調査・測量の

費用負担が軽減できる。 

○今後の方向性 

平成２４年度は，丸太町通以北（０．３２ｋ㎡）で「官民境界等先行調査」を実施

する。その後，民有地の境界を明らかにする「一筆地調査」に取り組んでいく。 


